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はじめに
　他の先進諸国とは非常に異なり，残念ながらわが国においては，従来から「中央議会（国
会）議員年金制度」に関して理論的研究はもちろん国民的関心も非常に低く，「世界的に見ても
特権的な国会議員互助年金制度が，改正も無いまま半世紀間も放置」されてきた。
　超少子・超高齢社会を反映した高負担・低給付への2004年年金改革や前記答申を契機iに，国
会議員互助年金制度に対してヤット国民的関心が高まったものの，センセーショナルな感情論
や損得論に終始し，その本質論を忘却している。
　2005年1月20日に，衆参両議長の諮問機関である「国会議員互助年金等調査会」が国会議員互
助年金制度改革に関する答申を両議長に提出した。
　そこで，政治制度と引退後所得保障制度との興味あるクロス・ロードの観点から，「中央議
会（国会）議員の引退後所得保障制度に関する最新の世界動向」を簡潔に展望しながら，答申
内容を検討し，制度改革への具体的指針を模索したい。
1．引退後所得保障制度の必要性
　（1）理論構成
　中央議会（国会）議員は，「勲務実態が特殊」（非継続性・非常勤性・非命令支配関係）であ
り，また「他に主要所得源を保有」している場合が多い。
　しかし，中央議会（国会）議員への引退後所得保障制度の本質に関する下記理由に基づき
「中央議会議員に対する引退後所得保障制度を容認することが，現在では理論的にも現実的に
も一般的世界現象」となっている。
　さらに正確に表現すれば，「わが国で現在盛んに喧伝されている単純な感情論や表面的な損
得論に基づく同制度の廃止論は，他の先進諸国においてはむしろ危険であり社会的マイナス要
因とすら判断」されている。
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　（A）　眠主主義国家における必須の国民代表機関である中央議会（国会）の構成員」とし
　　て，中央議会議員の職責は非常に重くかつ多忙である。このため，ほとんどの国の憲法は
　　この特殊性に基づき中央議会議員に対して「不逮捕特権や免責特権」を容認しており，こ
　　の点で地方議会議員とは本質的に異なる。
　⑧　このため，重責を有するが身分の不安定な中央議会議員に関する「職務の独立性と公正
　　性を確保」することが現実的な最重要政治的課題の一つとなり，その有効な対策として
　　「一定の引退後所得保障制度を民主主義議会制度における最低限度の政治的コストとして
　　容認することが必要不可欠」である。
　（O　同制度の創設に基づき，中央議会議員の早期引退や若手議員への新陳代謝も一段と促進
　　可能となり，議会の活性化・民主化が制度的にも容易となる。
　（D　ただし，「国民への公的年金制度に対する公平性や民主性確保のための調整が必要不可
　　欠」であり，国民の健全で鋭い民主的感覚が前提となる。
　要するに，中央議会議員の引退後所得保障制度とは「恣意的な特権」ではなく，「政治家の強
い使命感を前提とした，民主主義議会制度における最低限度の政治的コスト」として把握され
るべきである。さらに，最近の少子・高齢現象とそれに基づく公的年金制度財政逼迫を反映し
て，「年金一元化を視野に入れた国民の公的年金制度に対する公平性・民主性・透明性の確立」
が世界的にも非常に重視されている。
　（2）地方議員年金の異常性
　このため，このような特殊性が本質的に乏しく，会期拘束期間も短期で，従来職務の継続可
能性も非常に高い地方議会議員に対しては，特別な引退後所得保障制度創設の必要性を認めな
いのが，他の先進諸国を含む世界の一般的実態である。
　ただ例外としては，スエーデンなども含め「人口百万人単位の大規模地方公共団体の地方議
会においては，常任委員会の委員長など常勤性が顕著でかつ重責を有する地方議員の一部」に
対してのみ，特別地方公務員等として議員年金制度を導入しているのが世界的実態である。
　しかし，わが国では前記の本質論を忘却しているため，市町村を含むすべての地方議会議員
を対象に，しかも非常に優遇された「特権的な地方議会議員年金制度を創設」し，しかも国会
議員互助年金制度がその併給を容認しており，二重の意味において世界的な異常現象となって
いる。
2．世界的実態
　IPU（国際議会同盟）は世界的にも唯一の貴重な「中央議会議員年金制度の世界的実態調査」
（1986年，2001年）を実施した。ただし，必ずしも網羅的でなく，しかも誤りも少なくないた
め，筆者が可能な限り最新の実態調査やヒヤリング等に基づき修正して，簡潔に紹介する（図
表1）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一44一
人問の福祉　第18号（2005）
　まず，先進諸国を中心の約80か国中，中央議会議員に対する引退後所得保障制度を全く導入
していない国は発展途上諸国主体にわずか20国弱であり，国民の公的年金制度すら存在しない
発展途上諸国の大多数にさえも「中央議会議員年金制度」は厳然として存在する。
　なお，引退後所得保障制度としては理論的には年金制度も一時金制度も存在するが，引退後
の所得保障機能としては「年金制度」の方が「一時金制度」よりも当然優れているため，ほぼ
全ての導入国が「特別法に基づき非常に寛大な中央議会議員年金制度」を採用しているのが世
界的実態である。
　中央議会議員年金制度を創設していない先進諸国は，概要下記のとおりである。
①完全非導入の先進諸国：皆無。完全非導入と言われるスイスも私的年金購入資金を提供して
　おり，韓国も特別補助金による非法制的年金制度を採用している。
②一部非導入の先進諸国：英国上院，ドイツ議会上院，オランダ議会上院，ニュージーランド
　議会上院などである。先進諸国における上院は，伝統的に特別階級で構成され良い意味での
　　「国民への無償奉仕」の理念が強い場合，憲法上の政治的権限の下院との顕著な相異（業務
　的繁忙さの相異に直結）に基づく場合，または選出母体地方公共団体創設の公的年金制度の
　適用がある場合など，特殊事情を強く反映したものである。しかし，同じ上院でも，カナダ
　のように制度を導入している国も存在し，各国の強い政治的判断に基づき実態はかなり異な
　る。
　要するに，他の先進諸国においては，その制度内容の相異は存在するものの，「民主主義議会
運営上の最低限度の政治的コスト」として一般国民とは異なる非常に寛大な中央議会議員年金
制度を導入している冷厳な事実を，われわれはまず直視すべきである。その場合，特別法で
「特別年金制度を別途創設」している国，「公務員年金制度の特例を創設」している国，米国の
ように「被用者年金一元化達成の起爆剤としたうえ，職域年金給付を上乗せする国」などに分
類される。とくに，超少子・超高齢社会に突入したわが国では，最後の米国方式を十分研究す
べきであろう。
　なお，年金財政は中央議会議員年金制度の本質上，拠出制を採用しても英国の2004年改革が
端的に実証するように実質的に国庫負担に依存した賦課主義化せざるを得ない要因が強い。ま
た，「ペンション・ガバナンス（年金制度の運営管理における民主性・公平性・効率性・透明
性）の確立」の観点から，国民に対する公的年金制度の改革内容は，スエーデンにおける2005
年目委員会答申のように中央議会議員年金制度にも当然反映せざるを得ないであろう。
（図表1）　中央議会議員年金制度の項目別比較表（2004年）
Nα 項
?
国　　　　　　　　名　・　解　　　　　　　　説
1 特別制度なし モナコ，中国，フィリピン，タイ，ブルガリアなど
p国上院，オランダ上院，ドイツ上院，ニュージーランド上院，フィンラン
h上院，キプロス上院など
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2 任意加入か 寛大な中央議会議員年金制度に対しては，形式上の「任意加入制・強制加入
強制加入か 制」の区別は全く本質的意味はなく，英国下院をはじめとして「任意加入制
でも実質全員加入」というのが，世界の実態である。
3 非拠出制 ドイツ下院，イスラエル，インド，スペイン
（全額国庫負担制）
4 拠出制の議員拠出
金率
高率の国 年俸の13％　オーストリア，11．7％　ノルウェー，　11．0％　オーストラリ
ア，10％　英国下院等。なお，日本も拠出制であり，基礎歳費月額の10．0％
プラス期末手当額の0，5％（国会議員互助年金法第23条）。
低率の国 5％　クエート，5．6％　イタリア，6％　カナダ上院等である。
5 確定拠出型年金制 国民の公的年金制度として，「自己責任原則や財政安定化の美名の下に確定
度との関係 拠出型年金制度を導入」している諸国においてさえも，「中央議会議員年金
制度はすべて確定給付型年金制度」となっている実態に注目すべきである。
6 受給資格
在籍年数 短期の国：3年　ノルウェー，4年　イスラエル・ギリシャ・クエート・キ
プロス，5年　ベルギー，6年　カナダ等
長期の国：10年　米国（詳細は後述）・オーストリア・日本（在職3年以上
10年未満の場合は退職一時金制度あり）等
受給開始年齢 若年の国：規制なし　オーストラリア，40歳　イスラエル，55歳　フラン
ス・ギリシャ・ベルギー等
高齢の国：67歳　デンマーク，65歳　英国下院・ドイツ・スエーデン・ノル
ウエー・日本，62歳　米国等
7 年金給付額上限 在職年数と年俸に基づくのが，一般的である。
高率の国 最終年俸の80％　米国・オーストリア，75％　オーストラリア．・インドネシ
ア，2／3　ニュージーランド，66％　　フィンランド・ノルウェー，60％　　日
本等
低率の国 26．67％　アイルランド等
低額の国 年間600ドル　インド，月額100ドル　ハンガリー等
8 年金給付発生率
（年）
高率の国 5％　カナダ，3．75％　ベルギー，1／30　日本（在職10年以上！1年未満，
それ以降は！年当たり1／150で，在職期間は上限50年で計算），3．0％　英
国下院等。
低率の国 2。0％　スエーデン，・2．5％一1．7％一1．0％　米国（詳細は後述），2．25％
フランス等。
（出典：IPU　Parliamentary　of　the　World：AComparative　Reference　Compendium（1986）　，IPU，　The
Social　Protection　of　Parliamentarians（2001），国会議員互助年金法（昭和33年法律第70号），そり他各国議
会公式資料，筆者の各国議会幹部とのヒアリング等から，筆者が最新時点に作成）
3．米国制度の実態
わが国の国会議員互助年金制度創設の直接的影響を与えた米国制度の実態を概観する。
（1）歴史的概観
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　　1935年制定の「社会保障法」（Social　Security　Act　of　I935）に基づく画期的な社会保障（公
的）年金制度より15年も早く，「1920年連邦政府文民公務員年金法」（the　Civil　Service
Retirement　Act　of　1920（P．　L．66－215））により，「連邦政府文民公務員年金制度」（CSRS）が
創設された。
　1942年1月から，r連邦政府文民公務員年金制度」（CSRS）が初めて「連邦議会議員に対して
も優遇形態で適用」されることとなった。
　　しかし，優遇された制度内容に対する「世論の猛反発」のため，同法の制定後わずか2ヶ月
で，・連邦議会議員に対する「連邦政府文民公務員年金制度」（CSRS）の適用は廃止された。や
はり米国においても現在と同様に当時から，連邦議員年金制度に対する積極的導入論と同時に
世論の反対論も強かった事実が判明する。
　しかし，連邦議会議員の強い要望により4年後の1946年に，「連邦政府文民公務員年金制度」
　（CSRS）が改めて連邦議会議員に適用開始となった。米国における，初めての中央議会議員年
金制度の創設である。一般の連邦政府文民公務員と比較すると，拠出金も高いが，年金給付額
も非常に優遇されていた。
　（2）1983年抜本改革
　1983年余連邦政府財政逼迫に基づき，一般米国市民に対する「社会保障年金制度」（OASDI）
の抜本的改革が断行された。
　この改革の主たる目的は，ベビー・ブーマー引退の21世紀高齢化社会に対応するため，「民
間被用者に対する社会保障年金制度（OASDI）からの連邦政府公務員の適用除外を撤廃」し，
さらに「受給開始年齢引き上げのみならず，加入者増による拠出金（年金保険税）増に基づき
社会保障年金制度の財政逼迫を短期的に改善」することにあった。
　このため，「1983年社会保障年金制度改正法」（the　1983　Amendment　to　the　Social　Security
Act：P．　L　98－21）に基づき，1984年1月1日以降新規採用の連邦政府公務員全員が社会保障
年金制度の加入対象となった。同時に，「連邦議会議員」は，全員その就任時期を問わず，
1984年1月1日付で社会保障年金制度へ加入することとなった。要するに，「被用者年金制度
の一元化による官民格差解消を率先して断行」したのである。
　次に，「1986年連邦政府公務員年金制度法」（the　Federal　Employees’Retirement　System
Act　of　l986：P．　L　99－335）に基づき「連邦政府公務員年金制度」（FERS）が創設され，
1984年1月1日以降に新規就任した「連邦議会議員」はその適用を受けることとなった。
　すなわち，「社会保障（公的）年金制度」（OASDI）と「連邦政府公務員年金制度」（FERS）
では「連邦議会議員年金給付額が相対的に低額」として，連邦議会を雇用主，連邦議会議員を
被用者とする「確定拠出型私的職域年金制度（TSP）の上乗せ」を含む法整備を導入した。
　このような一連の英断により，連邦議会議員年金制度に関する批判が画期的に減少した事実
を，筆者はとくに指摘したい。
　米国は制度不備を自覚すれば，「連邦議会議員年金制度までも加えた公的年金制度一元化」
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と「連邦議会議員年金制度への確定拠出型私的職域年金制度上乗せ」というダイナミックな改
革を迅速に断行する若々しい国であると，筆者は判断せざるを得ない。米国政治家の歴史的展
望に基づく賢明かつ迅速な英断と労使の意欲的かつ冷静な交渉を，わが国も学ぶべきものが多
い。
4．主要国制度との比較
　わが国制度の四三独仏中央議会議員年金制度との国際比較は，（図表2）みとおりである。
　まず，2004年の議員年収は米1，723万円，英1，132万円，独1，144万円，仏1，099万円に対し，
わが国が2，077万円（基礎歳費分1，236万円）と非常に高く，米国と比較しても1．2倍である
（2005年4月1日為替レート）。しかも，年金給付発生率も米2、5％，英2．5％，独3．0％，仏
2．25％に対し，わが国は3．3％とかなり高く，米国の1．3倍である。
　このため，在職10年の年金給付額は米286万円，英283万円，独343万円，仏247万円に対し，
わが国は412万円と高く，米匡1の1．4倍に達する。
　しかも，わが国の議員は長期化・世襲化が多く平均在職約20年だが，他国は約10年，とくに
米国下院議員は約9年のため，実質的格差はさらに顕著である事実を，筆者はとくに強調した
い。
　さらに，わが国の長期債務残高は548兆円（地方政府合計で719兆円）と巨額でGDP比率で
109．4％（2004年度見込み）に達し，米54．2％（2003年），英39．1％（同），独34．4％（同），仏
33．7％（同）と比較しても極端に悪い財政環境下にある。
　この深刻な財政悪化の状況下で，国際的にも非常に寛大な国会議員年金制度を維持不可能な
事実は，誰の目にも明白であろう。
（図表2）主要国の中央議会議員年金制度比較表（2004年）
米国 英国 ドイツ フランス 日本
財政方式 賦課主義 積立主義 全額国庫負担 賦課主義 賦課主義
財源 （実質賦課主義）
議員拠出 1．3％ 10．0％ 無 下院　7．85％ 歳費月額　10％
（FERS） 上院　6．0％ 期末手当0．5％
国庫 15．8％ 24．0％ 100％ 不足財源補填 不足財源補墳
（実質9割）
受給資格 在職5年62歳 65歳 在職8年65歳 60歳 在職10年65歳
在職20年50歳
在職25年以上
給付発生率 在籍20年1．7％2．5％ 2．25％ 3．0％ 在籍10年5／150
21年以上1．0％ 11年以上1／150
議員年収 ＄158，100 ＆57，485 ・◎84，108 毛80，829
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1，723万円 1，132万円 1，144万円 1，099万円 2，077万円
在籍10年 ＄26，225 ＆14，371 ｛）25，232 毛18，187
年金給付額 286万円 283万円 343万円 247万円 412万円所得代替率 17％ 25％ 30％ 22％ 20％
在籍12年答申案
288万円
長期債務／GDP
54．2％ 39．1％ 34．4％ 33．7％
14％
P09．4％
（2003年） （2004年見込み）
（出典：各国公託言・各瞳会幹部等との・ヤリング等から，筆者作成．2005年4月1日脚。一ト）
5．わが国の課題
　今回の答申は世界動向を無視し，現行制度維持を前提とした信頼性の乏しい数字合わせに終
始している。このため，国際動向を反映した下記事項の確実な導入が，急務となろう。
　まず，現行国会議員互助年金制度は，「公的年金制度外に存在する収支さえ非独立の特権的
年金制度」である事実を認識すべきである。
　このため，ILOが重視する公的年金制度における「ペンション・ガバナンス（年金制度にお
ける民主性・公平性・効率性・透明性）の確立」のため，まず他の先進諸国同様に「新国会議
員年金制度を収支が独立した一つの年金基金（制度）として公的年金制度領域への組み入れ
と，独立した決算（収入・支出）の定期的公表」が当然の前提となる。
　次に，「21世紀超少子・超高齢日本社会における被用者年金制度一元化への絶好の起爆剤と
して，米国制度を参考とした国会議員年金制度の厚生年金制度への一元化」と「上乗せ給付部
分に確定拠出型も加えた私的職域年金制度化」の導入が急務かつ必要不可欠である。
もちろん洞民には「繍酬制」を導入し，また（良否は別にして）「マク曜済スライド」
導入すれば，ペンション・ガバナンスの観点から国会議員年金制度へも当然導入すべきであ
る。
　さらに，「世界にも類例がない異常な地方議会議員年金制度の最終的廃止提言と併給の即時
廃止」は，当然の急務である。
　マスコミ報道によれば，特権的な現行制度に対する国民批判を恐れる一部若手議員は与野党
を問わず，「現行国会議員年金制度の廃止と議員自己負担なき退職一時金制度の創設」を主張
しているという。
　しかし，これら議員は民主的で効率的な議会制度構築のための「最低限度の政治的コスト」
としての国会議員年金制度の重要性を十分理解せず，しかもほとんどの国で導入している議員
年金に付随する議員負担さえ回避して議員負担なき一時金の給付だけを取得しようとする目先
的な損得論で行動しているとしか評価不可能であり，国際的には議員資質が問題とされよう。
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なお，「一時金制度」は引退後所得保障機能が非常に弱く，かつ引退後所得保障という本来の目
的以外に流用される危険性が非常に高い事実は，既に国際的に十分認識されている実態ではな
いか。
　要するに，「国会議員年金制度改革とは単なる受給資格や負担額・受給額等の技術的修正」
ではなく，米国等を参考とした「超少子・超高齢21世紀日本社会における民主主義議会政治の
強化と最：低限度の政治的コスト化，特権的年金制度の社会保障政策に基づく公的年金制度化，
職域別公的被用者年金制度の一元化，社会的連帯性と所得再分配機能強化に基づく国民負担の
公平化という日本社会抜本改革への起爆剤として認識し活用する視点」が緊急かつ必要不可欠
であると，筆者は確信する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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